
三田市商工会

「2023 年度 市内経済雇用動向調査」
報  告  書

【業種別：10人以下の事業所】



三田市商工会「2023 年度 市内経済雇用動向調査」報告書  【業種別：10人以下の事業所】  No.1

2023 年調査
■ 調査目的：

■ 調査方法：
■ 調査対象：
■ 回答数　：
■ 対象期間：
■ D I値　　：

市内事業所の景況や雇用の状況について把握し、
今後の三田市商工会の伴走型支援を進めるための基礎資料を得る。
郵送による調査票送付、返信、WEB アンケートフォーム入力
市内事業者　2,119 社
424 社（回答率 20%）10 人以下の事業所：295 社
【前期】 2023 年 7 月～ 9月、【今期】 2023 年 10 月～ 12 月、【来期】 2024 年 1 月～ 3月
①業況…良い割合 ー 悪い割合、売上高…好調割合 ー 低調割合
　仕入高…上昇割合 ー 低下割合、採算…黒字割合 ー 赤字割合
　設備…過剰割合 ー 不足割合、従業員…過剰割合 ー 不足割合
②<>内は前回の数値

■ 回答企業の属性  【全体】

【業種】

【売上高】【業歴】

【資本金】

建設業
23%

製造業
9%

小売業
23%

卸売業 5%

教育・学習・支援業 5%

医療・福祉業
12%

生活関連サービス業
娯楽業
17%

運輸・郵便業 2%

金融・保険業 3%

情報通信業 1%

無し
（個人事業主）

47%

500 万円以下
21%

500 万円超～
1千万円以下
17%

1 千万円超～
3千万円以下
10%

3 千万円超～5千万円以下
3%

5千万円超～1億円以下
1%

3億円超
1%

50 年超
16%

41 年～50 年以下
8%

31 年～40 年以下
16%

6 年～10 年以下
10%

5 年以下
13%

21 年～30 年以下
16%

11 年～20 年以下
21%

500 万円未満
21%

500 万円～
1千万円未満
18%

1 千万円～
3千万円未満
22%

5 千万円～
1億円未満
12%

3 千万円～
5千万円未満
12%

1 億円～
5億円未満
12%

5 億円～10 億円未満
1%

10 億円～50 億円未満
1% 50 億円～100 億円未満

1%

・業種は、全体と比して製造業の比率が低い。
・業歴 50 年超の事業所が 16％、30 年以上の事業所が 40％を占めている。
・売上高 500 万円未満が 21％、1,000 万円未満が 39％となっている。
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■ 業況

DI 値全体

▲16.6

▲20.7

▲18.5

▲30.4

7.4

▲50

▲46.7

▲50

▲33.4

▲25

16.7

▲28.6

0

▲28.6

0

前期（293）

今期

来期

建設業（48）

製造業（20）

卸売業（11）

小売業（47）

情報通信業（3）

運輸・郵便業（5）

金融・保険業（7）

宿泊業・飲食サービス業（21）

生活関連サービス業・娯楽業（38）

教育・学習支援事業（11）

医療・福祉業（26）

その他（55）

DI 値

▲22.1

▲25.6

▲20.8

▲27.1

▲15.0

▲45.4

▲63.8

▲66.7

▲60.0

▲40.0

9.5

▲28.9

27.3

▲26.9

▲1.9

0 20 40 60 80 100

■良い　■不変　■悪い

全体

20.1％

18.4％

18.1％

14.6％

25.0％

8.5％ 19.2％

33.3％

40.0％

20.0％

38.1％

15.8％

45.5％

15.4％

23.6％ 50.9％ 25.5％

42.3％ 42.3％

36.3％ 18.2％

39.5％ 44.7％

33.3％ 28.6％

20.0％

60.0％

60.0％

66.7％

72.3％

35.0％ 40.0％

43.7％ 41.7％

43.0％ 38.9％

37.6％ 44.0％

37.8％ 42.2％

9.1％ 36.4％ 54.5％

2023 年度 10 月～ 12 月の全業種の業況判断 DI は（前回調査時▲39.8→）▲25.6（前回差 14.2 ポイント増）となり、
マイナス幅が縮小したが、全体と比較すると（全体DI▲20.7）4.9 ポイントの差があり、景況感が悪いと回答した事業
所の割合が高い。
12 業種のうち、8業種で前回調査時よりもDI 値が改善した。特に「宿泊業・飲食サービス業」「教育・学習支援事業」
はプラスに転じた。
「建設業」「卸売業」「教育・学習支援事業」「医療・福祉業」のDI 値は、全体のDI 値を上回った。

・

・

・

<▲28.2>

<▲39.8>

<▲30.3>

<▲57.4>

<▲21.4>

<▲58.8>

<▲65.4>

<0.0>

<▲75.0>

<▲0.0>

<▲41.6>

<▲33.3>

<▲15.4>

<▲11.5>

<▲25.4>
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■ 売上高

前期（295）

今期

来期

建設業（49）

製造業（19）

卸売業（11）

小売業（49）

情報通信業（3）

運輸・郵便業（5）

金融・保険業（7）

宿泊業・飲食サービス業（21）

生活関連サービス業・娯楽業（38）

教育・学習支援事業（11）

医療・福祉業（26）

その他（55）

DI 値

▲21.1

▲22.4

▲25.4

▲22.4

▲5.2

▲27.3

▲57.1

0

▲20.0

▲57.1

9.6

▲28.9

▲9.1

▲23.1

▲1.9

■好調　■横ばい　■低調

0 20 40 60 80 100

34.7％51.7％13.6％

16.9％

13.9％

14.3％

10.2％

100％

80.0％

14.3％

28.6％

15.8％

27.3％

11.5％

23.6％ 50.9％ 25.5％

53.9％ 34.6％

36.3％ 36.4％

39.5％ 44.7％

52.4％ 19.0％

71.4％14.3％

20.0％

22.5％ 67.3％

21.1％ 52.6％ 26.3％

49.0％ 36.7％

46.8％ 39.3％

43.8％ 39.3％全体

DI 値全体

▲14

▲15.9

▲21.7

▲21

9.5

▲25

▲43.4

0

11.1

▲25

16.6

▲28.6

▲18.8

▲20.5

1.6

18.2％ 36.3％ 45.5％

2023 年度 10 月～ 12 月の全業種の売上高DI は（前回調査時▲15.9→）▲22.4（前回差 6.5 ポイント減）となり、
業況の結果に反して、マイナス幅が拡大した。
12 業種のうち、6業種では前回調査時よりもDI 値が改善した。特に「宿泊業・飲食サービス業」はプラスに転じた。
「教育・学習支援事業」のみ、全体のDI 値を上回る結果となった。

・

・
・

<▲31.0>

<▲15.9>

<▲30.2>

<▲45.9>

<▲11.1>

<▲37.5>

<▲49.2>

<33.3>

<▲75.0>

<0>

<▲41.7>

<▲33.3>

<▲7.7>

<58.2>

<▲11.2>
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■ 売上拡大に向けた取組み

8.8％（26 件）

24.0％（71 件）

27.8％（82 件）

8.8％（26 件）

【主なターゲット地域】

【売上拡大に向けて今後注力したい取り組み】

【売上拡大に取り組む上での課題】

市内

阪神間

近畿圏

日本全国

海外

人材不足

設備の老朽化・不足

資金の不足

製品・サービス・技術の不足

知識・ノウハウの不足

市場情報の不足

許認可等に係る規制・制度

その他

顧客ニーズに対するきめ細やかな対応

営業・販売体制の見直し・強化

既存製品・サービスの高付加価値化

新分野への進出

新商品・新サービスの開発

価格競争力の強化

海外需要の開拓

その他

64.5％

16.7％

8.2％

1.0％

62.3％（184 件）

25.7％（76 件）

24.4％（72 件）

14.2％（42 件）

9.8％（29 件）

46.1％（136 件）

15.2％（45 件）

12.5％（37 件）

9.6％

3.0％（9件）

16.3％（48 件）

3.7％（11 件）

7.4％（22 件）

市内事業者の主なターゲットは 64.5％が市内で、阪神間・近畿も含めると 90.8％を占めている。
日本全国・海外は 9.2％だが、売上拡大に向けた今後の取り組みでは、「海外需要の開拓」をあげた事業所の伸び率
が全体よりも高く、小規模事業者においても販路を海外に広げようとする事業所が増えている。
売上拡大に向けての課題では、全体の結果と比して「資金の不足」の比率が高く、小規模事業者では資金調達が
求められている。

・

・
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■ 仕入高

■全て転嫁できている　■一部しか転嫁できていない　■全く転嫁できていない

■市内　■市外　■海外

【上昇した仕入れコストは転嫁できたか】

【主な仕入先】

25.8％ 50.7％ 23.5％

33.9％ 63.9％ 2.2％

前期（276）

今期

来期

建設業（47）

製造業（18）

卸売業（11）

小売業（49）

情報通信業（3）

運輸・郵便業（4）

金融・保険業（4）

宿泊業・飲食サービス業（21）

生活関連サービス業・娯楽業（33）

教育・学習支援事業（11）

医療・福祉業（25）

その他（50）

DI 値

22.3

23.6

26.6

19.2

61.1

27.3

▲6.1

33.3

25.0

0

80.9

33.4

36.4

4.0

15.4

■上昇　■不変　■低下

0 20 40 60 80 100

全体

DI 値全体

28.0

31.6

30.7

30.2

58.8

25.0

14.5

25.0

28.6

▲12.5

83.3

35.1

26.7

21.8

29.9

37.5％

41.7％

41.1％

42.6％

32.7％

33.3％

25.0％

100％

85.7％

45.5％

45.5％

24.0％

30.8％ 53.8％ 15.4％

20.0％56.0％

45.4％ 9.1％

42.4％ 12.1％

9.5％ 4.8％

75.0％

66.7％

28.5％ 38.8％

45.5％ 36.3％ 18.2％

34.0％ 23.4％

44.4％ 14.5％

40.2％ 18.1％

47.3％ 15.2％

66.7％ 27.7％ 5.6％

2023 年度 10 月～ 12 月の全業種の仕入DI は（前回調査時 31.7→）23.6（前回差 8.1 ポイント減）となり、
プラス幅が縮小した。
しかし「宿泊業・飲食サービス業」ではプラス幅が突出して拡大しており、売上高増加以外の要因（原材料価格の
高騰など）が懸念される。
仕入コストの転嫁については、「全て転稼できている」が「全く転稼できていない」を上回り、
小規模事業者においても転嫁の進んでいる状況がうかがえる。

・

・

・

<26.1>

<31.7>

<35.4>

<37.3>

<53.9>

<58.8>

<18.4>

<0>

<50.0>

<0>

<41.2>

<20.0>

<36.4>

<42.1>

<5.2>
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■ 採算

前期（284）

今期

来期

建設業（47）

製造業（18）

卸売業（11）

小売業（48）

情報通信業（3）

運輸・郵便業（5）

金融・保険業（6）

宿泊業・飲食サービス業（21）

生活関連サービス業・娯楽業（35）

教育・学習支援事業（11）

医療・福祉業（26）

その他（52）

DI 値

2.1

2.5

4.3

▲4.3

27.7

0

▲29.1

▲100

▲40.0

50.0

▲4.7

▲17.2

27.3

38.5

28.9

■黒字　■収支均衡　■赤字

0 20 40 60 80 100

全体

DI 値全体

11.2

11.3

12.9

▲3.6

39.3

18.7

▲13.3

▲50.0

12.5

54.5

8.3

▲12.8

20.0

24.5

32.3

32.3％

29.6％

29.9％

25.5％

44.4％

18.8％

60.0％

50.0％

28.6％

11.4％

45.5％

42.3％

46.2％ 36.5％ 17.3％

53.8％ 3.8％

36.3％ 18.2％

60.0％ 28.6％

38.1％ 33.3％

50.0％

40.0％

33.3％

100％

47.9％

38.9％ 16.7％

18.2％ 63.6％ 18.2％

44.7％ 29.8％

44.5％ 25.6％

43.3％ 27.1％

37.5％ 30.2％

2023 年度 10 月～ 12 月の全業種の採算DI は（前回調査時▲10.8→）2.5（前回差 13.3 ポイント増）となり、
全体としてはプラスに転じた。
しかし業種別にみると、「建設業」「小売業」「情報通信業」「運輸・郵便業」「宿泊業・飲食サービス業」
「生活関連サービス業・娯楽業」ではマイナスとなっている。
赤字と回答した事業所の割合は、前回調査時 36.4％から 27.1％と減少したが、1/4 を超える事業所が
依然赤字という状況である。

・

・

・

<▲2.0>

<▲10.8>

<2.4>

<▲19.7>

<7.4>

<5.9>

<▲17.7>

<0>

<50.0>

<50.0>

<▲48.6>

<▲18.7>

<10.0>

<50.0>

<▲15.0>
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■ 設備

【今後の設備投資の予定】
■増設する　■現状維持　■縮小する

8.8％ 72.6％ 18.6％

DI 値
▲9.8

全体（282）

建設業（47）

卸売業（11）

製造業（20）

小売業（45）

情報通信業（3）

運輸・郵便業（4）

金融・保険業（7）

宿泊業・飲食サービス業（21）

生活関連サービス業・娯楽業（36）

教育・学習支援事業（11）

医療・福祉業（26）

その他（50）

DI 値

▲15.2

▲23.4

▲18.2

▲15.0

▲13.4

▲66.7

▲50.0

▲28.6

0

▲13.8

0

▲19.2

▲8.0

■過剰　■適正　■不足

0 20 40 60 80 100

DI 値全体

▲12.7

▲21.8

▲13.3

▲9.4

▲12.7

▲50.0

▲37.5

▲18.2

0

▲12.5

6.6

▲10.6

▲10.5

4.3％

2.1％ 72.4％

81.8％

85.0％

4.4％ 77.8％

33.3％

25.0％

71.4％

14.3％

5.6％

9.1％

80.8％

4.0％ 84.0％ 12.0％

19.2％

75.0％

81.8％ 9.1％

19.4％

14.3％71.4％

28.6％

75.0％

66.7％

17.8％

15.0％

18.2％

25.5％

76.2％ 19.5％

2023 年度 10 月～ 12 月の全業種の設備過不足DI は（前回調査時▲17.3→）▲15.2（前回差 2.1 ポイ
ント増）となり、全体としては不足感が縮小した。
しかし、12 業種のうち 6業種では不足感が増加する結果となっている。
また、全体の結果と比較すると、ほぼ全ての業種で不足感が強いという結果となった。

・

・
・

<▲17.3>

<▲20.7>

<▲20.0>

<▲31.3>

<▲14.6>

<▲33.3>

<0>

<0>

<▲21.2>

<▲6.4>

<▲20.0>

<▲9.5>

<▲18.4>



三田市商工会「2023 年度 市内経済雇用動向調査」報告書  【業種別：10人以下の事業所】  No.8

3.2％（1件）

■ 資金繰り

【借入資金用途】

【借入時金融機関の姿勢】 【どのような点が厳しいか】

【資金繰りと金融機関の対応】 【令和 5年 10 月以降の事業用資金の借入申込】

通常の運転資金

新規設備投資に係わる資金

既存設備の改修・定期更新に係わる資金

新規事業に係わる資金

人材採用に係わる資金

売上（受注）増に伴う増加運転資金

宣伝・PRに係わる資金

研究開発資金

その他

96.8％（30 件）
16.1％（5件）

9.7％（3件）
9.7％（3件）
6.4％（2件）

0％（0件）
0％（0件）

3.2％（1件）

申込金額の借入が困難（減額を含む）

信用保証協会の保証付加の要求

条件の厳格化

返済期間の延長申出の拒否

金利の引上げの要求

新規借入の際、既存貸付の繰上げ返済要求

他の金融機関、公的機関の利用を勧められた

貸付条件は変わらないがサービスは低下した

その他

44.4％（4件）

22.2％（2件）

11.1％（1件）

11.1％（1件）

11.1％（1件）

11.1％（1件）

0％

0％

0％

楽である
10.8％
（31件）

普通
59.9％

（172 件）

苦しい
29.3％
（84 件）

借入申込をした
11.5％
（31 件）

借入申込をしていない
88.5％

（238 件）

0 10 20 30 40 50 60 70

厳しい
23.1％
（9件）

普通
64.1％
（25 件）

緩い
12.8％
（5件）
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■ 資金繰り

【メインバンク】 【左記金融機関から借入した理由】

都市銀行
36.1％
（97 件）

地方銀行
16.4％
（44 件）

信用銀行
33.0％
（89 件）

信用組合
8.6％

（23 件）

政府系
5.9％

（16 件）

10.4％（28 件）

8.9％（24 件）

8.2％（22 件）

3.7％（10 件）

3.3％（9件）

長年の付き合い

金利が低い

銀行の対応が親身、丁寧

支店進出先にも金融機関の支店がある

融資以外のサポートメニューは豊富

その他

40.1％（108 件）

2023年度10月～12月の全業種の資金繰りDIは（前回調査時▲18.6→）▲18.5（前回差0.1ポイント増）
となり、横ばいであった。
借入難易度DI は（前回調査時 6.6→）▲10.3（前回差 16.9 ポイント減）となり、マイナスに転じた。
資金用途としては「人材採用に係わる資金」の比率が高まっており、人手不足に苦しむ事業所が
増えていると考えられる。

・

・
・



三田市商工会「2023 年度 市内経済雇用動向調査」報告書  【業種別：10人以下の事業所】  No.10

■ 従業員

採用活動への支援

人材育成・職業訓練に対する支援

女性が働きやすい環境整備への支援

高齢者が働きやすい環境整備への支援

業務効率化・省力化への支援

OB人材（大企業等）の活用への支援

外国人技能実習生受入への支援

その他

【従業員数】

【採用活動への支援希望】

【「不足のみ」どのような支援を希望】

56.5％（48 件）
22.4％（19 件）
22.4％（19 件）

9.4％（8件）
7.1％（6件）
7.1％（6件）
5.9％（5件）

求人掲載料の助成

学生・学校とのマッチングの実施

ホームページの採用ページ作成

学生の職業体験受け入れ

企業説明会（合同面接会）の開催

その他

77.1％（37 件）
37.5％（18 件）

25.0％（12 件）
22.9％（11 件）
18.8％（9件）

6.3％（3件）

7.1％（6件）

適性
68.6％

（197 件）

不足
29.7％
（85 件）

過剰 1.7％
（5件） パート・アルバイト

正規従業員
派遣労働者

【不足している雇用形態】

9.4％（8件）
50.6％（43 件）
61.2％（52 件）

専門技術職
営業・販売職
生産・労務職

事務職
その他

【不足している職種】

49.4％（42 件）
35.3％（30 件）

15.3％（13 件）
12.9％（11 件）
10.6％（9件）

2023 年度 10 月～ 12 月の全業種の従業員数過不足 DI は（前回調査時▲26.5→）
▲28.0（前回差 1.5 ポイント減）となり、小規模事業者ではマイナス幅が拡大した。
希望する支援としては、前年同様「採用活動への支援」が最も多いが、
その中で「学生の職業体験受け入れ」に対する支援希望が増加している。
小規模事業者にもインターンシップに対する関心が高まっていると考えられる。

・

・



三田市商工会「2023 年度 市内経済雇用動向調査」報告書  【業種別：10人以下の事業所】  No.11

【賃上げを実施の理由】

■ 賃上げの状況について

【令和 5年度に賃上げを実施したか】

16.7％（7件）5%以上

4％以上 5％未満

3％以上 4％未満

2％以上 3％未満

1％以上 2％未満

1％未満

【どの程度の賃上げを予定か】

23.8％（10 件）

4.8％（2件）
35.7％（15 件）

11.9％（5件）
7.1％（3件）

11.1％（6件）

35.2％（19 件）

81.5％（44 件）従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

人材確保・採用

世間相場を踏まえた判断

政府の賃上げ方針への呼応

同一労働同一賃金への対応

自社の業績が好調・改善

その他

13.0％（7件）

40.7％（22 件）

7.4％（4件）

7.4％（4件）

3.7％（2件）

実施した
44.3％

（121 件）

実施していない
55.7％

（152 件）

【令和 6年度に賃上げを実施するか】

【賃上げ予定の雇用形態】

現時点では未定
66.4％

（178 件）

業績の改善が
見られないが
賃上げを実施予定
12.3％
（33 件）
賃上げを
見送る予定
13.4％
（36 件）

業績が好調・改善
しているため
賃上げを実施予定

7.8％
（21 件）

正規従業員

パート・アルバイト

有機契約労働者

【どの程度実施したか】

【賃上げを実施した雇用形態】
65.3％（79 件）
63.6％（77 件）

4.1％（5件）

正規従業員

パート・アルバイト

有機契約労働者

77.8％（42 件）
50.0％（27 件）

7.4％（4件）

24.0％（29 件）5%以上

4％以上 5％未満

3％以上 4％未満

2％以上 3％未満

1％以上 2％未満

1％未満

25.6％（31 件）

17.4％（21 件）
9.9％（12 件）

9.0％（11 件）
10.7％（13 件）



三田市商工会「2023 年度 市内経済雇用動向調査」報告書  【業種別：10人以下の事業所】  No.12

■ 賃上げの状況について

【賃上げを見送る理由】

33.3％（12 件）

58.3％（21 件）

97.2％（35 件）自社の業績低迷・手元資金の不足

景気の先行き見通しが不透明であるため

人件費増や原材料価格上昇などの負担増

賃上げより雇用維持を優先するため

直近数年で、すでに賃上げを実施しているため

世間相場を踏まえた判断

賃上げより将来に備えての内部留保を優先するため

物価動向を踏まえた判断

賃上げより設備投資を優先するため

その他

44.4％（16 件）

25.0％（9件）

19.4％（7件）

8.3％（3件）

5.5％（2件）

2.7％（1件）

11.1％（4件）

【賃上げ原資を確保するための取り組み】

【持続的に賃上げできる環境整備のために希望する支援】

14.6％（43 件）

19.7％（58 件）

23.7％（70 件）

27.8％（82 件）

27.5％（81 件）

24.7％（73 件）
21.7％（64 件）

11.2％（33 件）

7.1％（21 件）

2.0％（6件）

4.4％（13 件）

0.7％（2件）

既存の商品・サービスの値上げ、価格適正化

売上増に向けた新たな販路の拡大

人件費以外のコスト削減、経営合理化

従業員の能力向上、スキルアップ

特になし

新たな事業・商品・サービス開発による利益率向上

設備投資、IT 活用による業務効率化・生産性向上

従業員の削減、採用の抑制

その他

税・社会保障負担などの軽減

助成金の拡充・使い勝手の向上

景気対策を通じた企業業績の向上

取引価格の適正化・円滑な価格転嫁

従業員の能力開発への支援

IT 化、設備投資による業務効率化、省力化への支援

労働移動の促進による労働市場の活性化

賃上げ実施企業への公共入札の加点措置

その他

17.6％（52 件）

8.5％（25 件）
8.1％（24 件）

3.7％（11 件）

0.7％（2件）
6.8％（20 件）

2023 年度に賃上げを実施した事業所は 44.3％と 4割を上回った。
賃上げ率としては、「2％以上 3％未満」が最も多く、次いで「5％以上」であった。
2024 年度に賃上げを予定している事業所は 20.1％だが、12.3％は「業績の改善が見られないが賃上げを実施予定（防衛的な賃上げ）」である。
2024 年度の賃上げ率の見通しについては、「3％以上」が 57.2％と 5割を超え、2023 年度から 4.2 ポイント増加。「5％以上」とする事業所は、
減少したが 16.7％ある。
賃上げを見送る予定は 13.4％で、全体よりも 2.6 ポイント高かった。
持続的に賃上げできる環境整備のために希望する支援では、「税・社会保障負担などの軽減」「助成金の拡充・使い勝手の向上」「景気対策」
をあげる事業所が多かった。

・
・
・
・

・
・
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■ BCP（事業継続計画）の策定状況

【BCP を策定状況】

策定している

現在策定中である

策定を検討中である

策定していない

【BCP を策定していない理由】

必要性を感じない

BCP（事業継続計画）を知らない

計画策定が手間である。時間がない

計画策定の方法がわからない

21.1％

43.2％

20.1％

15.6％

2.3％

9.5％

74.6％

13.6％

BCP を策定している事業所は 9.5％で昨年よりも 5.4 ポイント増加した。
しかし、策定していない事業所がまだ 7割を超えている。
BCP を策定していない理由として「必要性を感じない」が 43.2％と昨年よりも
4.3ポイント増加、またそもそもBCPを知らないという回答も2割を超えており、
周知が必要である。

・

・



三田市商工会「2023 年度 市内経済雇用動向調査」報告書  【業種別：10人以下の事業所】  No.14

■ SDGs について

【SDGs を知っているか】

【SDGs への取組み状況】

ある程度は知っている
よく知っている

聞いたことはある
知らない、わからない

45.7％

38.5％（100 件）
23.1％（60 件）

19.6％（51 件）
18.8％（49 件）

25.0％
14.6％
14.6％

現在は取り組んでおらず、今後も取り組んでいくか否かは未定
現在は取り組んでおらず、今後も取り組む予定はない

現在すでに取り組んでいる
現在は取り組んでいないが、今後は取り組んでいく予定

【SDGs の進捗状況】
61.1％

13.7％
11.6％

6.3％
3.2％
4.2％

SDGｓに対する理解を進めている段階
設定した目標に従い、事業に取り組んでいる段階

自社で取り組む優先課題を検討・決定している段階
自社で取り組む目標を設定している段階

取組みを外部に公表している段階
その他

【貢献しようとしている目標】
35.0％（35 件）

31.0％（31 件）
27.0％（27 件）
27.0％（27 件）

19.0％（19 件）
18.0％（18 件）
18.0％（18 件）

15.0％（15 件）
12.0％（12 件）
11.0％（11 件）
11.0％（11 件）
10.0％（10 件）
9.0％（9件）
9.0％（9件）
8.0％（8件）
7.0％（7件）

5.0％（5件）
7.0％（7件）

住み続けられるまちづくりを
すべての人に健康と福祉を
働きがいも経済成長も
つくる責任　つかう責任

ジェンダー平等を実現しよう
貧困をなくそう

エネルギーをみんなにそしてクリーンに
飢餓をゼロに

人や国の不平等をなくそう
産業と技術革新の基盤をつくろう

陸の豊かさも守ろう
質の高い教育をみんなに
気候変動に具体的な対策を

海の豊かさを守ろう
平和と公正をすべての人に
安全な水とトイレを世界中に

パートナーシップで目標を達成しよう
未定



三田市商工会「2023 年度 市内経済雇用動向調査」報告書  【業種別：10人以下の事業所】  No.15

■ SDGs について

【SDGs に向けた課題】

何から取り組めばよいのかわからない

特に課題はない・わからない

取り組むことによるメリットがわからない

SDGｓや取り組み方法に関する情報が少ない

目標の設定方法がわからない

取り組むための人員が不足している

取り組むための資金が不足している

SDGｓに取り組んでいないのでわからない

社会的認知度が高まっていない

社内の理解度が低い

その他

21.7％（64 件）

16.6％（49 件）

12.5％（37 件）

11.9％（35 件）

10.8％（32 件）

9.5％（28 件）

8.8％（26 件）

8.5％（25 件）

6.1％（18 件）

3.0％（9件）

3.0％（9件）

【「ひょうご産業 SDGs 推進宣言事業・認証事業」を知っているか】

知らない

詳しくは知らないが聞いたことはある

知っているが宣言する予定はない

既に宣言している

これから宣言する予定

その他

67.1％（198 件）

16.9％（50 件）

4.7％（14 件）

3.7％（11 件）

1.0％（3件）

0.3％（1件）

SDGｓを「よく知っている」と回答した事業所が 25％あった一方、「知らない」と回答
した事業所が 14.6％にのぼった。
取り組み状況については、「取り組んでおらず、今後も未定」が 38.5％と最も多く、
「今後も取り組む予定はない」も 23.1％あり、全体と比較して高い結果となった。
SDGｓに向けた課題としては「何から取り組めばよいのかわからない」や「取り組むこ
とによるメリットがわからない」だけでなく「SDGs や取り組み方法に関する情報が少な
い」といった回答も多く、情報発信を増やし、理解を促す支援が必要である。

・

・

・
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■ 課題

【直面している経営上の課題】

38.0％（112 件）

30.5％（90 件）

25.4％（75 件）

22.7％（67 件）

19.0％（56 件）

13.9％（41 件）

13.9％（41 件）

12.2％（36 件）

9.5％（28 件）

9.5％（28 件）

9.1％（27 件）

8.5％（25 件）

7.1％（21 件）

5.7％（17 件）

5.4％（16 件）

5.4％（16 件）

4.4％（13 件）

4.1％（12 件）

3.1％（9件）

2.4％（7件）

1.7％（5件）

0.7％（2件）

0.3％（1件）

8.8％（26 件）

原材料・仕入商品価格の上昇

諸経費の増加

従業者の確保難

人件費の高騰

後継者難

売上（受注）価格の低減

設備・店舗等の老朽化又は狭さ

新規参入業者の増加

民間需要の低迷

消費税引き上げへの対応難

ニーズ変化への対応難

生産・販売能力の不足

大企業等の進出による競争激化

周辺の空き店舗増加による賑わいの低下

官公需要の低迷

事業資金の借入難

協力企業（外注先等）の倒産、廃業

IT 投資による業務効率化

在庫の過剰

連帯先（他業種、研究機関、地域）の情報不足

土地の不足

仕事の海外流出

設備・店舗等の過剰

特になし

景況感・・・業況判断DI は 3 分の 2の業種で上昇し、全体として改善傾向だが、
ほとんどの業種で「悪い」が「良い」を上回っている。赤字企業の割合も
3割近くにのぼり、小規模事業所では厳しい経営状況が続いている。
昨年同様、原材料・仕入商品の価格の上昇、従業員の確保難、諸経費や人件費の高騰が
経営を圧迫している。IT 導入による業務効率化や、SDGs 推進による人材確保が急がれ
るが、資金面でも問題を抱える事業所が多く、事業計画の策定、助成金の活用なども
支援する必要がある。

＜まとめ＞
①

②

事業の課題としては、昨年同様「原材料・仕入商品の価格の上昇」「諸経費の増加」
「従業員の確保難」が上位を占めた。


